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ビジネス科学研究科 【博士前期課程】

経営システム科学専攻
http://www.gssm.otsuka.tsukuba.ac.jp/

筑波ＭＢＡ －－ リサーチとプラクティスの融合
　現代のビジネスリーダーには，ビジネス遂行上の課題を発見し，
その本質を分析・理解し，最新の理論や手法によって解決策を確立
し，しかもそれを実践できる「プラクティスとリサーチ能力」が求め
られています。また，そのような能力を備えたビジネスパーソンこ
そ，今日のビジネス組織をリードし，さらには将来のトップマネジメ
ントとなりえる人材と考えています。

教育・研究プログラム
　本専攻では,自身の研究の興味,必要性に応じて柔軟に研究,学習
を進められるよう,以下８つの柱でプログラムを構成しています。そ
のため,いくつかの分野を融合的に学習することも,特定の分野を集
中的に学習することも可能です。

教育体制
○カスタマイズ教育
　修士論文研究の課題に応じたカリキュラム作成を指導教員がサ
ポートします。
○少人数教育
　少人数のクラスとゼミできめ細やかな教育・研究指導を実践して
います。
○短期間での単位取得が可能
　各科目（1単位）は，75分×10コマ（週）です。多忙な大学院生に
配慮して，多くの講義は，１日に２コマ分を連続して講義するので，５
週間で単位取得が可能です。

研究指導体制
○教員グループによる指導
　主たる指導教員を含む複数人の教員グループが，修士論文研究
の指導にあたります。
○ステージ制
　「概要発表（研究計画）」「中間発表」「最終発表」などからなるス
テージ制を導入しています。ステージ毎に達成すべき目標が設定
されていますので，修士論文研究の進捗を能動的に管理すること
ができます。
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＜入学者関係データ＞
平成30年度入学者／30名（男性21名，女性9名）
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＜修了状況＞

27年度 28年度 29年度 計

修士（経営システム科学） 0 1 2 3
修士（経営学） 28

27年度
28

28年度
30

29年度
86
計

１. 戦略・組織
２. マーケティング
３. 会　計
４. ファイナンス

５. オペレーションズ・マネジメント
６. 統　計
７. 知識・情報技術
８. システム・ソフトウェア開発

特色・領域

教育方法

経済学（7人）

社会学（1人）

法学・政治学（4人）

工学（4人）

経営学・商学（3人）

理学（2人）

薬学・看護学・
衛生学（1人）

教育学・
学芸学（1人）

教養学（1人）
文学・人文学（3人）

金融・不動産業（1人）

通信・マスコミ
関係（2人）

建築・建設・
製造業（4人）

情報･ソフトウェア
関係（8人）
教育・研究関係（3人）

その他（2人）
国際開発学（1人）
数学（1人）

出願資格審査該当者（1人）
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企業法学専攻
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＜応募状況＞

＜入学者関係データ＞
平成30年度入学者／30名（男性23名，女性7名）

②出身学部等

③勤務先状況
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＜修了状況＞
27年度 28年度 29年度 計

経済学（5人）

政治・経済学（2人）

法学（11人）

経営学（2人）
工学（2人）

商学（2人）

サービス・
流通（2人）

金融・証券（1人）情報関連（2人）

官庁・公共団体
（10人）

法律・会計事務所
（8人）

その他（6人）

その他（7人）

http://www.blaw.gsbs.tsukuba.ac.jp/

１. 企業関係法コース
２. 国際ビジネス法コース
３. 知的財産法コース

4. 社会・経済法コース
5. 税法コース

　現代経済社会においては，企業をめぐる法律問題に関し，高度の
専門能力及び，高度な視点からの問題解決能力を有する人材が
益々必要になっています。本専攻では，独自の教育体制により，専
門分野の拡大・深化を通じて，このような企業法学分野における高
度専門職業人の養成を図ることを目標としています。
　具体的には，法学を学ぶ上で基礎となる文献学や比較法といっ
た共通専門科目に加えて，社会的ニーズと学問的特性にあわせて
履修の重点領域を設定した専門コース制の下での重点的・効率的
な履修を可能とすることにより，多岐にわたる企業法学分野におけ
る高度専門職業能力を効率的に涵養することを目指しています｡

【専門コース制】
　法学を学ぶ上で基礎となる文献学や比較法といった共通専門科
目に加え，上記のとおり，社会的ニーズと学問的特性にあわせて履
修の重点領域を設定した専門のコース制の下で，重点的・効率的な
履修が可能です。　　　　　　　　　　　　
【マンツーマン体制による指導】
　１年次の春までに，各学生が入学時に研究計画等で示した研究
テーマにもっとも近い専門領域の指導教員を決め，各指導教員が
学生の指導を個別に行います。科目の履修選択にあたっても，指導
教員によるアドバイスも受けながら，各自のニーズに応じた履修計
画を作成できます。　　　　　　　　　
【修士論文中間報告会】
　2年次の秋には，学生と教員が原則として全員出席して,研究の
進捗状況についての指導と,より上質な修士論文作成に向けての
意見交換を行います。

特　色

【専門性を高めるコース選択】
　学生は自らの興味関心，職業上の必要に応じて，次の５つの専門
コースから希望のコースを選択できます。

【修士論文の作成】
　問題の焦点を明確に定めて取り組みつつ，各専門分野における教
員から指導・アドバイスを受けることで,高い質の研究成果を得るこ
とができます。

領　域

教育方法

①年齢分布
  （平均年齢37.1歳） 22-29歳（3人）

30-39歳（17人）

40-49歳（7人）

50-59歳（3人）

医療・福祉関係（2人）

その他（10人）
製薬（2人）
不動産鑑定（1人）
コンサル（2人）
サービス（1人）
人材派遣（1人）
会計・監査（2人）
シンクタンク（1人）

①年齢分布
  （平均年齢40.4歳）

３０～３９歳（10人）

５０～５９歳（5人）

４０～４９歳（9人）

２２～２９歳（5人）

60～6９歳（1人）

○内は，外国人を内数で示す。


































